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１．２１年３月期の連結業績（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純利 益 

 

２１年３月期 

２０年３月期 

百万円       ％ 

２８,５１１（△15.8） 

３３,８６８（ 16.6） 

百万円         ％

   １０２（ △76.2）

   ４２９（   19.6）

百万円         ％ 

△１０８（   ―） 

  ３４１（   0.9） 

百万円     ％

△３６３（   ―）

  １６１（ △17.1）

 

 １株当たり  
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自 己 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 産 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

 

２１年３月期 

２０年３月期 

円 銭 

△６０ ８３ 

２６ ９１ 

円 銭

  ―   ―

  ―   ―

%

△２０.５

８.２

% 

  △１.０ 

  ３.０ 

%

  △０.４

  １.０

（注）  1．持分法投資損益 ２１年３月期  ― 百万円  ２０年３月期  ― 百万円 
        2．期中平均株式数（連結）２１年３月期 ５,９８２,５３１株 ２０年３月期 ５,９８４,８１６株  
    3．会計処理の方法の変更  有 
    4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２１年３月期 

２０年３月期 

      百万円 

  ８,６１０ 

  １２,２６８ 

      百万円

 １,５９３

  ２,０７０

        % 

   １８.０ 

   １６.４ 

     円  銭

  ２５８ ４２

  ３３５ ７４

（注）期末発行済株式数（連結）２１年３月期 ５,９８２,１１５株  ２０年３月期 ５,９８３,２８１株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

２１年３月期 

２０年３月期 

           百万円 

７８３ 

△１,０４８ 

           百万円

△８４

△３６

           百万円 

   １５６ 

   １,０５６ 

            百万円

   １,７２７

    ９７６

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ５ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） ２ 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 
 

２．２２年３月期の連結業績予想（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

中 間 期 

通 期 

         百万円

   １０,２００

   ２２,０００

         百万円 

      ０ 

     ８０ 

         百万円

      ０

     ７０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １１ 円  ７０ 銭 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３ページを参照して下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

    当連結会計年度における我国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的金融危機が、

株価の急落、急激な円高等をもたらし、年後半以降は輸出の大幅な減少や企業の設備投資の抑制等、実

体経済に大きな影響を及ぼしました。また、雇用情勢も厳しさを増す中で個人消費も停滞し景気は急速

に悪化いたしました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、経営基盤の強化と持続的成長への取り組みを

推進するとともに、急激に悪化した経営環境に対応するため、成長事業分野への新規取引先の開拓や受

注シェアの拡大に取り組むとともに、海外子会社との連携を通して、海外事業の拡大を積極的に展開し

てまいりました。 

    しかしながら急激な民間設備投資の落ち込み等により、金属部門、電線部門、化成品部門ともに主要

製品の売上が大幅に減少したため、当期の売上高は、前期比１６％減の２８５億１１百万円、売上総利

益は、前期比１６％減の２０億８０百万円にとどまりました。また損益面におきましても、営業利益が

前期比７６％減の１億２百万円、また経常損益は１億８百万円の経常損失となり、当期純損益におきま

しても、３億６３百万円の当期純損失となりました。 

     

②事業の部門別業績の状況 

金属部門 

順調に伸長しておりました薄型液晶テレビ部材であるパネルフレーム用表面処理鋼板及びハイパー

リン青銅の売上が、下半期以降よりメーカーの急激な減産の煽りを受け大幅に減少いたしましたことに

加え、建築業界の低迷の影響で塗料缶用ブリキ類の売上も低調に推移いたしました結果、当部門の売上

高は前期比７％減の１００億８２百万円にとどまりました。 

電線部門 

主力の機器用電線は、ゲーム機及び遊技機向けは前期同様に推移いたしましたが、電機・自動車・工

作機向けが、主要大手顧客の減少等により売上が大幅に減少いたしました。また電極線や裸銅線及び巻

線の主要な材料である銅の価格が半減したことも相俟って、当部門の売上高は前期比３２％減の９１億

６百万円にとどまりました。 

   化成品部門 

配線板につきましては、携帯電話向けアンテナ用フレキシブルプリント基板が新規受注等により大幅

に伸長いたしました。また主力の配線板用銅張積層板は、遊技機向け内層回路入り銅張積層板が上半期

は順調に伸長いたしましたが、下半期以降、半導体、家電、自動車関連向けが顧客の需要減少等により

売上が減少いたしました。また光関連向け半導体材料や雨水貯留槽向けエコ製品の成形材料も顧客の在

庫調整により大幅に減少いたしました結果、当部門の売上高は前期比４％減の９３億２２百万円にとど

まりました。 
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  ③次期の見通し 

    今後の我国経済は、各国の経済対策への期待感はあるものの、輸出の前提となる世界経済に回復の兆

しが見られず当面悪化が続くと予想され、また設備投資の大幅な減少や雇用環境の悪化による個人消費

の低迷など厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、一刻も早い収益基盤の回復を最優先課題とし

て掲げ、各部門とも新規案件の取込みに一層注力していくとともに、顧客ニーズに対応した販売体制の

強化に取り組み、業績の伸展と利益の確保を目指してまいります。更に中国をはじめとしたアジア地域

の海外子会社との連携を通して、海外への事業展開をより強力に推進するとともに、収益体質の改善に

向けて経費削減の徹底、業務効率化の推進を行い、業績の向上に総力を結集する所存であります。 

    次期の連結業績につきましては、売上高２２,０００百万円、経常利益８０百万円、当期純利益７０

百万円を予想しております。 

 

（２）財政状態に関する分析 

   ①資産、負債及び純資産の状況 

  （資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、３５億２９百万円減少し、７８億８８百万円となりました。

これは、主として売上高減少により受取手形及び売掛金が３５億５５百万円減少したことによるもので

あります。 

    固定資産は、前連結会計年度末に比べて、１億２８百万円減少し、７億２２百万円となりました。 

    この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、３６億５７百万円減少し、８６億１０百万円とな

りました。 

  （負債） 

    流動負債は、前連結会計年度末に比べて、３１億６１百万円減少し、６８億２０百万円となりました。

これは、主として仕入高減少により支払手形及び買掛金が３０億９９百万円減少したことによるもので

あります。 

    固定負債は、前連結会計年度末に比べて１９百万円減少し、１億９６百万円となりました。 

    この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、３１億８１百万円減少し、７０億１７百万円と

なりました。 

  （純資産） 

    純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、４億７６百万円減少し、１５億９３百万円となりました。

これは、主として当期純損失３億６３百万円によるものであります。 

 

②キャッシュ･フローの状況 

    当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１７億２７百万円とな

り前連結会計年度末より７億５０百万円増加いたしました。 

   各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は７億８３百万円となりました。主な増加要因

は、売上債権の減少であり、主な減少要因は、仕入債務の減少によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は８４百万円となりました。これは主に、有形

固定資産及び関係会社株式の取得による支出によるものであります。 
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  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は１億５６百万円となりました。これは主に、

銀行借入金の増加によるものであります。 

   なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ９１期 ９２期 ９３期 ９４期 

 平成１８年 

３月期 

平成１９年 

３月期 

平成２０年 

３月期 

平成２１年 

３月期 

自己資本比率（％） １８.６ １７.９ １６.４ １８.０

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
   ７.０ ５.５ ５.９ ８.７

債務償還年数（年） ９.６ ４.１ ― ４.６

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
８.３ １２.１ ― １１.９

（注）１．自己資本比率:自己資本／総資産 

      ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

      ３．債務償還年数:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

 

（補足）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･

フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして   

認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、安定し

た配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これがひいて

は将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

    当期の配当は、期末につきまして１株当たり４.０円とし、年間で４.０円を予定しております。 

    次期の配当は、期末につきまして１株当たり５.０円とし、年間で５.０円を予想しております。 
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（４）事業等のリスク 
    当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。 
    なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。また、これらの事項は、

期末日現在において判断したものであります。 
   

①事業環境が変化するリスク 
    当社グループは、国内のほか、アジア地域で事業活動を展開しているため、日本の一般景気動向のみ

ならず、アジアの経済状況の影響も受ける可能性があります。従って、日本を含む当社グループの事業

展開上重要な地域における経済情勢や消費者動向の変動等が当社グループの業績及び財政状態に悪影

響を与える可能性があります。 
  ②取引先の信用リスク 
    当社グループは、取引先に対し、売掛債権、前渡金、その他の形で信用供与を行っており、信用リス

クを負っております。これら取引先、契約相手先が、支払不能、契約不履行等に陥る場合、当社グルー

プの事業及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。当社グループでは、取引先の与信審査の徹

底や担保・保証等の取得に係るリスク管理に努めており、また、上記の信用リスクが顕在化した場合に

備えるため、貸倒引当金を設定しております。しかしながら、こうした管理によりリスクを十分に回避

できる保証はありません。また、当社グループの見積りや評価が正しいとは限らなかった場合や経済状

況の悪化、その他の予期せぬ要因により、当社事業が大きな影響を受ける可能性があります。 
 
  ③為替相場変動のリスク 
    当社グループは、海外子会社を中心に輸出及び輸入を行っていることから、為替相場の変動は当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、為替相場の変動リスクを軽減

するための施策を実行しておりますが、為替相場の変動による経営成績への影響を完全に回避できる可

能性はありません。 
 
  ④取扱商品及びそれらの原材料価格の変動について 
    当社グループの取り扱っている商品やそれらの原材料の価格が変動した場合、競合他社との価格競争   

力の維持が困難になり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社７社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を主た

る事業としております。 
  金属事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等

を販売しております。 
  電線事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁

線、裸線等を販売しております。 
  化成品事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品

等を販売しております。 
  
 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 
得        意        先 

 
 
 

 
非連結子会社 

 

  
連結子会社 

 

  
連結子会

社 
 

 
連結子会社 

 

  
主要株主 

 
主要株主

MIKUNI 
SHOJI 
MALAYSIA 
SDN.BHD. 
 
三国貿易（深

圳）有限公司 

 三国永業（天津）

国際貿易有限公

司 
 
Mikuni Asia 
Pacific Pte.Ltd. 

Mikuni 
Europe 
s.r.o. 

三国（国際）有限公司

 
三国（上海）電器件 
有限公司 

日立電線

（株） 
日立化成

工業（株）

 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業 部 
 
 

電 線 事 業 部 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

   当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事”を合言葉

に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介等提案型営業に徹

すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当社業務の付加価値を高め、

作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商社を目指して、業容の拡大、発展を

図ることを目標としております。 

  

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内   

生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思   

われます。 

   このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･上海･天津・深圳・シンガポール・マレーシ

ア）の拡充に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取

扱いを増加させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」によ

る環境保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進及び商社の重要な財産の一つであります

「人材の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えております。 

 

（３）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるととも

に、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定するとと

もに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めており

ます。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になっており

ます。また、当社は新日本有限責任監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認し、経営

の透明性を確保しております。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

                                         （単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前連結会計年度（Ａ） 
（平成２０年３月３１日現在）

 

当連結会計年度（Ｂ） 
（平成２１年３月３１日現在） 

 

比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

     

１１,４１８,００３

     

７,８８８,６３２ 

     

△ ３,５２９,３７０

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

  た な 卸 資 産 

  繰 延 税 金 資 産 

未 収 還 付 法 人 税 等 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

９７６,４７０

８,１７８,８０４

１,６９０,３７５

１９３,７９３

―

４１７,４７９

△ ３８,９２０

１,７２７,０９８ 

４,６２２,８４８ 

１,２５７,５７５ 

６２,１０２ 

３３,７５０ 

２５２,８７７ 

△ ６７,６１９ 

 ７５０,６２７

 △ ３,５５５,９５６

△ ４３２,７９９

 △ １３１,６９１

３３,７５０

 △ １６４,６０１

 △ ２８,６９８

固 定 資 産 ８５０,８９７ ７２２,２８９   △ １２８,６０７

 有 形 固 定 資 産 ３９５,４５３ ３８２,６４０  △ １２,８１３

無 形 固 定 資 産 ４,８４８ ４,４１４ △ ４３３

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４５０,５９５ ３３５,２３４ △ １１５,３６１

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

７２２,６０４

△ ２７２,００８

３８７,４２３ 

△ ５２,１８８ 

  △ ３３５,１８１

  ２１９,８１９

資 産 合 計 １２,２６８,９００ ８,６１０,９２２ △ ３,６５７,９７８

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

９,９８２,６９５

 

６,８２０,７４６ 

 

△ ３,１６１,９４８

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

関係会社整理損失引当金 

  そ の 他 

６,１３６,６１９

３,５３８,２０５

１１７,５７４

７,０００

―

１８３,２９６

３,０３７,２２９ 

３,６３９,１７３ 

１０,４７０ 

５,０００ 

８,０００ 

１２０,８７３ 

△ ３,０９９,３８９

 １００,９６８

 △ １０７,１０３

△ ２,０００

８,０００

 △ ６２,４２３

固 定 負 債 ２１６,１１０ １９６,４７４  △ １９,６３５

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１４６,０６８

６３,５００

６,５４１

１３３,２４５ 

５１,２００ 

１２,０２８ 

△ １２,８２３

  △ １２,３００

  ５,４８７

負 債 合 計 １０,１９８,８０５ ７,０１７,２２１ △ ３,１８１,５８４

〔 純資産の部 〕 
株 主 資 本 １,９７３,６１１

 

１,５７９,６４３ △ ３９３,９６８

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

３００,０００

１,３３３

１,６７４,９４８

△２,６７１

３００,０００ 
１,３３３ 

１,２８１,１３１ 
△ ２,８２２ 

―

―

△ ３９３,８１６

△ １５１

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ３５,２３８ △ ３３,７３５  △ ６８,９７４

その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 

２３,４１１

１１,８２６

△ ２４,０３１ 
△ ９,７０３ 

 △ ４７,４４３

 △ ２１,５３０

少 数 株 主 持 分 ６１,２４５ ４７,７９３ △ １３,４５１

純 資 産 合 計 ２,０７０,０９５ １,５９３,７０１ △ ４７６,３９３

負 債 ・ 純 資 産 合 計 １２,２６８,９００ ８,６１０,９２２ △ ３,６５７,９７８
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（２）連結損益計算書 

                                         （単位 千円） 

          期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度（Ａ） 
自 平  成  １９ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２０  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度（Ｂ） 
自 平  成  ２０ 年 ４ 月  １日 

（                  ） 

至    平  成  ２１  年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ ／ Ａ 
（ ％ ） 

 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

        雑 収 入 

営 業 外 費 用           

支 払 利 息 

商 品 滅 却 損 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損

売 掛 金 譲 渡 損 

持 分 変 動 損 失 

雑 損 失 

経常利益又は経常損失(△) 

特 別 利 益           

    貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

投資有価証券売却益 

ゴルフ会員権売却益 

特 別 損 失           

投資有価証券評価損 

関 係 会 社 整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額 

ゴルフ会員権売却損 

減 損 損 失 

税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失(△) 

 法人税、住民税及び事業税              

  法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

当 期 純 利 益 又 は 

当 期 純 損 失 ( △ ) 

３３,８６８,４７９

３１,３８２,３３６

２８,５１１,５３５ 

２６,４３１,４４８ 

８４

８４

２,４８６,１４２

２,０５６,８０１

２,０８０,０８６ 

１,９７７,７９９ 

８４

９６

４２９,３４０

８３,４６３

５８,２３９

１６,９９９

８,２２４

１７１,５６７

６４,６９３

４,１６０

３４,８４５

２１,９４６

１３,９６０

―

３１,９６１

１０２,２８７ 

８４,４９７ 

５７,２８４ 

１７,２４６ 

９,９６５ 

２９５,５２３ 

６６,９３０ 

― 

１６３,４５９ 

２１,０６１ 

７,２１３ 

― 

３６,８５９ 

２４

１０１

９８

１０１

１２１

１７２

１０３

―

４６９

９６

５２

―

１１５

３４１,２３７

７６８

―

―

７６８

  ２８,７１４

       ７,５６６

―

１,５００

１９,６４７

△ １０８,７３９ 

３,２３１ 

３,０３０ 

２０１ 

― 

  ６４,０７４ 

５６,０７４ 

８,０００ 

― 

― 

―

４２１

―

―

―

２２３

７４１

―

―

―

３１３,２９０

１９７,１４５

△ ８５,６６６

４０,７８８

 

△ １６９,５８１ 

２０,２０１ 

 １５８,５４２ 

１５,５７４ 

―

１０

―

３８

１６１,０２３

 

△ ３６３,９００ ―
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,543,863 △2,138 1,843,059

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

 

 

  

△29,938

161,023

 

 

 

 

△532 

 

 

△29,938

161,023

△532

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 131,084 △532 130,552

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,674,948 △2,671 1,973,611

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 7,165 87,302 29,592 1,959,954

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

△56,725

 

 

 

 

4,661

 

△52,063

 

 

 

 

 

31,652 

 

△29,938

161,023

△532

△20,411

連結会計年度中の変動額合計 △56,725 4,661 △52,063 31,652 110,140

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 11,826 35,238 61,245 2,070,095
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当連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,674,948 △2,671 1,973,611

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純損失 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

 

 

  

△29,916

△363,900

 

 

 

 

△151 

 

 

△29,916

△363,900

△151

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △393,816 △151 △393,968

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,281,131 △2,822 1,579,643

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 11,826 35,238 61,245 2,070,095

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純損失 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

△47,443

 

 

 

 

△21,530

 

△68,974

 

 

 

 

 

△13,451 

 

△29,916

△363,900

△151

△82,425

連結会計年度中の変動額合計 △47,443 △21,530 △68,974 △13,451 △476,393

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 △9,703 △33,735 47,793 1,593,701
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書 

                                      （単位 千円） 

                期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度 

自 平  成  １ ９ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２０ 年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 

自 平  成  ２０  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２１  年 ３ 月 ３１日 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△）

減価償却費 

減損損失 

退職給付引当金の減少額 

役員賞与引当金の減少額 

役員退職慰労引当金の増減額(△減少額) 

関係会社整理損失引当金の増加額 

貸倒引当金の増減額(△減少額) 

受取利息及び受取配当金 

支払利息 

ゴルフ会員権売却益 
ゴルフ会員権売却損 
投資有価証券評価損 
売上債権の増減額(△増加額) 

たな卸資産の増減額(△増加額) 

仕入債務の増減額(△減少額) 

その他
 

小    計 

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

貸付金の回収による収入 

関係会社貸付による支出 

有形固定資産の取得による支出 

投資有価証券の取得による支出 

関係会社株式の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

ゴルフ会員権の売却による収入 

その他 

投資活動によるキャッシュ･フロー 

 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

短期借入金の純増加額 

配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

少数株主に対する配当金の支払 
財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の増減額（△減少額） 

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

(８)現金及び現金同等物の期末残高 

 

３１３,２９０ 

１６,４８５ 

１９,６４７ 

△１３,９３１ 

△３,０００ 

２,８８０ 

― 

１８８,２０２ 

△７５,２３８ 

６４,６９３ 

△７６８ 

１,５００ 

７,５６６ 

△７６９,４７６ 

△４５２,１８８ 

１５９,１０５ 

△３２８,７１６ 

 

△１６９,５８１

２０,９２１

─

△１２,８２３

△２,０００

△１２,３００

８,０００

△１９１,１２１

△７４,５３１

６６,９３０

─

─

５６,０７４

３,１６９,８１９

２８９,４５７

△２,５７７,５８０

３３４,８５２

△８６９,９４８ 

７６,５１２ 

△７１,４１２ 

△１８４,０６０ 

９０６,１１９

７４,０５５

△６６,０４４

△１３０,３３７

△１,０４８,９０９ 

 

 

１,０７５ 

― 

 △１１,４１１ 

△９,０７５ 

△２２,０８０ 

─ 

１３,５００ 

△８,５７８ 

７８３,７９１

１,１０６

△１０,０００

 △１９,８６９

△９,２６６

△４７,６０２

２,１５１

─

△１,１３３

△３６,５６９ 

 

 

１,０９６,１７１ 

△２９,４００ 

△５３２ 

△９,７４４ 

△８４,６１３

２０６,７９９

△２９,７６４

△１５１

△１９,９５７

１,０５６,４９４ 

 

１１,３８６ 

１５６,９２５

△１２７,５５６

△１７,５９７ 

９７１,２２０ 

２２,８４８ 

７２８,５４７

９７６,４７０

２２,０８０

９７６,４７０ １,７２７,０９８
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

   （1）連結子会社 ５社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、Mikuni Europe s.r.o.、 
    三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd. 

前連結会計年度において非連結子会社であった三国永業（天津）国際貿易有限公司は、重要性が増

したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

   （2）非連結子会社 ２社 

MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.、三国貿易（深圳）有限公司は、営業開始初年度であり連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。 
 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社は、ありません。なお、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.、三国貿易（深圳）有限公

司は、営業開始初年度であり連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法の適用の範囲から

除外しております。 
 ３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、Mikuni Europe s.r.o.、三国永業（天津）国

際貿易有限公司、Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd.の決算日は、１２月３１日であります。 

   連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

     ②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

                （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（会計方針の変更） 

      たな卸資産については、従来、主として総平均法に基づく原価法によっておりましたが、当

連結会計年度より｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 7

月 5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。 

この変更により売上総利益、営業利益がそれぞれ 5,993 千円減少し、経常損失、税金等調整

前当期純損失がそれぞれ 5,993 千円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

          ③デリバティブ…………時価法 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は定額法によっております。 

ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。 
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     ②無形固定資産 

     定額法によっております。 

     なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として 

５年）に基づく定額法によっております。 

    （３）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      ②役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      ③退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

        の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上して 

        おります。 

        過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に 

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと 

しております。 

（追加情報） 

平成２１年１月に適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金法に基づく確定給付企業年

金制度に移行しました。当該移行による会計処理については、｢退職給付制度間の移行等に

関する会計処理｣（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、この変更に伴い退職給付債務

が 10,294 千円増加し、同額の過去勤務債務が発生いたしました。 

④役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤関係会社整理損失引当金 

  関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計上して

おります。 

    （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

       外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 

       て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により 

       円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部 

       における為替換算調整勘定に含めております。 

     （５）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ５．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負   

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からなっております。 
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会計処理の変更 

前連結会計年度 
自 平  成  １９  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２０  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  ２０  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２１  年 ３ 月 ３１日 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成 5

年 6月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19年 3

月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成 6年

1 月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成 19 年 3月 30 日改正））が適用されたことに伴い、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 
 
（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い） 
 当連結会計年度から平成 18 年 5月 17 日公表の「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応

報告第 18 号）を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係）                             （単位 千円） 

項  目 
前連結会計年度 

（平成２０年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成２１年３月３１日現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.受取手形裏書譲渡高 

４.手形債権譲渡高 

５.非連結子会社に対する投資 

 

 

３４４,４７８

７２,８３５

１１,４７５

２,１７３,８８４

非連結子会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式)  ２２,０８０

３４２,４８９

６９,５２３

１０,２６７

１,２９２,１２８

非連結子会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式)  ２９,１８２

 

（連結損益計算書関係）                                                     （単位 千円） 

項  目 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

１．販売費及び一般管理費 

のうち主要な項目及び 

金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．収益性の低下による簿

価切下額 

２０９,８３８

６６１,５１５

１９６,７４４

７,０００

 ２７,５５９

 １４,６４０

１９１,５０４

当連結会計年度において当社グループは、

以下の資産について減損損失を計上しまし

た。 
用途 種類 場所等 
遊休 
資産 

土地及び

建物 
大阪市城東区 
の社宅 

（減損損失を認識するに至った経緯） 
大阪市城東区の土地・建物（社宅）につい

ては遊休状態であり、土地・建物の市場価

格が下落しているため、減損損失を認識し

ました。 
（減損損失の金額） 

種類 土地 建物 計 
金額(千円) 11,241 8,406 19,647

（資産のグルーピング方法） 
当社グループは、管理会計上の事業所毎に

資産のグループ化を行い、遊休資産につい

ては物件毎に資産のグルーピングを行って

おります。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額を合理的に調整

した金額に基づき評価しております。 
 

― 

 

 

 

２７１,２９９

７０２,０３８

１５４,６４６

５,０００

 ３１,９６８

 １４,８５０

２７,１７６

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上原価       ５,９９３
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 12,321 4,398 ― 16,719

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 19年 6月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 29,938 5.00 平成 19年 3月 31日 平成 19年 6月 29日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 20年 6月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 29,916 利益剰余金 5.00 平成 20年 3月 31日 平成 20年 6月 26日

 

当連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 16,719 1,166 ― 17,885

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 20年 6月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 29,916 5.00 平成 20年 3月 31日 平成 20年 6月 26日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 21年 6月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 23,928 利益剰余金 4.00 平成 21年 3月 31日 平成 21年 6月 29日
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（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定      ９７６,４７０千円 

現金及び現金同等物     ９７６,４７０千円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定     １,７２７,０９８千円 

現金及び現金同等物    １,７２７,０９８千円 

 

  （リース取引関係） 
前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

       有形固定資産       

        工具器具備品  その他    合 計    

取得価額相当額 33,645 千円 76,619 千円 110,265 千円

減価償却累計額 

相当額      14,668千円  17,957千円  32,625千円

期末残高相当額 18,977千円  58,662千円  77,639千円

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内              ２１,９３３千円 

  １年超                ５６,４０５千円 

  合計                       ７８,３３８千円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

  支払リース料              ２３,６４９千円 

  減価償却費相当額           ２３,００９千円 

  支払利息相当額                     ９１６千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

  未経過リース料 

  １年以内            １７,９５８千円 

  １年超              １,６６８千円 

  合計              １９,６２６千円 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

       有形固定資産       

        工具器具備品  その他    合 計    

取得価額相当額 23,980 千円 75,516 千円  99,496 千円

減価償却累計額 

相当額      11,015 千円 33,273 千円  44,288 千円

期末残高相当額 12,965 千円 42,242 千円  55,208 千円

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内              ２１,１２９千円 

  １年超                ３４,７８２千円 

  合計                       ５５,９１１千円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

  支払リース料              ２５,５９７千円 

  減価償却費相当額           ２１,９４９千円 

  支払利息相当額                     ８０８千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

  未経過リース料 

  １年以内            １７,６９０千円 

  １年超              ６,０７３千円 

  合計              ２３,７６４千円 

 

 



 １９

（有価証券関係） 

前連結会計年度末（平成２０年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                         （単位 千円） 

 前連結会計年度（平 成 ２０年 ３月 ３１日現在） 

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 

計 上 額        差 額       

   

 時価が貸借対照表計上 

 額を超えるもの 

 

 

株  式 

 

１２１,７４４

 

１８０,６８９ 

 

５８,９４４

小  計 １２１,７４４ １８０,６８９ ５８,９４４

   

  時価が貸借対照表計上 

 額を超えないもの 

 

 

株  式 

 

１１０,０５０

 

９０,５８５ 

 

 

△１９,４６４

小  計 １１０,０５０ ９０,５８５ △１９,４６４

合         計 ２３１,７９４ ２７１,２７４ ３９,４８０

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて７,５６６千円減損処理を 

行っております。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                     （単位 千円） 

 前連結会計年度（平 成２０年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式 

 

６１,７４０ 

 

当連結会計年度末（平成２１年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                          （単位 千円） 

 当連結会計年度（平 成 ２１年 ３月 ３１日現在） 

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 

計 上 額        差 額       

   

 時価が貸借対照表計上 

 額を超えるもの 

 

 

株  式 

 

２５,２７８

 

３６,８５０ 

 

１１,５７２

小  計 ２５,２７８ ３６,８５０ １１,５７２

   

  時価が貸借対照表計上 

 額を超えないもの 

 

 

株  式 

 

１５７,７５７

 

１２２,１５２ 

 

 

△３５,６０４

小  計 １５７,７５７ １２２,１５２ △３５,６０４

合         計 １８３,０３５ １５９,００３ △２４,０３１

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて５６,０７４千円減損処理を 

行っております 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                      （単位 千円） 

 当連結会計年度（平 成２１年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式 

 

６１,７４０ 

 



 ２０

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（平成２０年３月３１日現在） 

該当ありません。 

当連結会計年度（平成２１年３月３１日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（単位 千円） 

種  類 契約額等 契約額等のうち１年超 時  価 評価損益 

為替予約取引 

売 建 

米ドル 

 

 

 

２９,４４２ 

 

 

―

 

 

２９,４５２ 

 

 

 

△１０

合   計 ２９,４４２ ― ２９,４５２ △１０

（注）時価の算出方法 

   時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日）、当連結会計年度（自 平成２０年４月 

１日 至 平成２１年３月３１日） 

 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント上は、 

単一業種として取り扱っております。 

 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

24,710,237

2,950,449

8,476,857

577,034

681,384

―

 

 

33,868,479 

 

3,527,484 

―

△3,527,484

33,868,479

―

計 27,660,687 9,053,891 681,384 37,395,964 △3,527,484 33,868,479

営 業 費 用       27,472,449 8,763,828 692,283 36,928,561 △3,489,422 33,439,138

営業利益又は営業損失（△） 188,238 290,063 △10,898 467,402 △38,062 429,340

Ⅱ資    産 9,694,557 3,041,786 1,200,686 13,937,030 △1,668,129 12,268,900

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

   ヨーロッパ……チェコ 

 

 

 

 

 

 

 



 ２１

当連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

19,924,203

2,267,022

6,862,147

462,155

1,725,184

19,414

 

 

28,511,535 

 

2,748,592 

―

△2,748,592

28,511,535

―

計 22,191,226 7,324,303 1,744,598 31,260,128 △2,748,592 28,511,535

営 業 費 用       22,118,560 7,207,596 1,866,059 31,192,217 △2,782,968 28,409,248

営業利益又は営業損失（△） 72,665 116,706 △121,461 67,911 34,376 102,287

Ⅱ資    産 7,032,534 2,023,221 734,995 9,790,751 △1,179,828 8,610,922

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海、天津、シンガポール 

   ヨーロッパ……チェコ 

 ３．会計処理の変更 

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9号 平成 18 年 7月 5日）を適用しております。 

この変更により、「日本」の営業費用は 4,540 千円増加し、営業利益が同額減少しており、「アジア」

の営業費用は 1,453 千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

３．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 

（単位 千円） 

 アジア ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ海外売上高 ８,５６５,０７５ ７４６,３１５ ８３８ ９,３１２,２２９

Ⅱ連結売上高 ３３,８６８,４７９

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２５．３％ 

 

 ２．２％ 

 

０．０％ 

 

２７．５％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

    （３）その他……アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２２

当連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

（単位 千円） 

 アジア ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ海外売上高 ６,８９９,７８２ １,７６４,１１１ ― ８,６６３,８９３

Ⅱ連結売上高 ２８,５１１,５３５

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２４．２％ 

 

 ６．２％ 

 

０．０％ 

 

３０．４％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

    （３）その他……アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社グループは、確定給付型の制度として給与比例方式の退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しており

ましたが、平成２１年１月に退職金制度をポイント制へ移行しました。その際、適格退職年金制度を廃止し、ポイ

ント制の勤続ポイント部分を確定給付企業年金法に基づく確定給付企業年金制度へ移行しました。 

２．退職給付債務に関する事項                              （単位 千円） 

 前連結会計年度 

（平成２０年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成２１年３月３１日現在） 

退職給付債務 

年金資産 

△３５７,７４０

１７９,２４７

△３５４,０４２

１４７,５４３

未積立退職給付債務 

未認識数理計算上の差異 

未認識過去勤務債務 

△１７８,４９２

３２,４２３

―

△２０６,４９９

６３,２１７

１０,０３６

退職給付引当金 △１４６,０６８ △１３３,２４５

３．退職給付費用に関する事項                              （単位 千円） 

 前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

勤務費用 

利息費用 

期待運用収益 

数理計算上の差異の費用処理額 

過去勤務債務の費用処理額 

１９,６２６

７,０４２

△３,７８０

４,６７１

―

２０,０７１

７,１５４

△３,５８４

８,０７０

２５７

退職給付費用 ２７,５５９ ３１,９６８

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 期間定額基準 

割引率 ２．０％ ２．０％ 

期待運用収益率 ２．０％ ２．０％ 

過去勤務債務の額の処理年数 ― １０年 

数理計算上の差異の処理年数 １０年 １０年 

 

 



 ２３

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳                   （単位 千円） 

 前連結会計年度 

（平成２０年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成２１年３月３１日現在） 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 

 未払賞与 

 役員退職慰労引当金 

貸倒引当金 

 その他 

５９,４５０

４０,７００

２５,８４４

１２７,４３１

５２,４５２

５４,２３０

２８,４９０

２０,８３８

４７,４３２

１１５,０９１

繰延税金資産小計 ３０５,８７８ ２６６,０８３

評価性引当額 △２６,３４３ △１４２,４６６

繰延税金資産合計 ２７９,５３５ １２３,６１６

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 

 その他有価証券評価差額金 

 子会社の留保利益 

 その他 

６１,０８３

１６,０６８

１４,６６９

４６１

５６,６０２

─

１６,８６２

７８

繰延税金負債合計 ９２,２８３ ７３,５４３

繰延税金資産の純額 １８７,２５２ ５０,０７３

 

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益又は１株当たり

当期純損失（△） 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

３３５ 円 ７４銭

２６ 円 ９１銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

２５８ 円４２ 銭

△６０ 円８３ 銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

（            ） 

至 平成２０年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成２０年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年３月３１日 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純

損失（△）（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

１６１,０２３

―

１６１,０２３

５,９８４,８１６

△３６３,９００

―

△３６３,９００

５,９８２,５３１

 

（開示の省略） 

関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略します。 

 

 

 

 

 

 



 ２４

５．生産、受注及び販売の状況 

売上高明細表 

                                          （単位 千円） 

 

部 門 別       

 

 

前連結会計年度 
自 平  成  １９  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２０  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  ２０  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２１  年 ３ 月 ３１日 

金 属       １０,８９２,４４８ １０,０８２,７６３

電 線       １３,３１１,７１９ ９,１０６,７２２

化 成 品       ９,６６４,３１２ ９,３２２,０４９

合 計       ３３,８６８,４７９ ２８,５１１,５３５

 


